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厚真町役場庁舎建設事業設計施工一括請負契約 

 

 契約の相手方となる「厚真町役場庁舎・文化交流施設等建設事業受注コンソーシアム」の決定に

あたっては、「厚真町役場庁舎・文化交流施設等建設事業に係る設計・施工一括発注方式公募型プロ

ポーザル（以下「プロポーザル」という。）」において、優先交渉権者として選定し交渉を行った後、

仮契約を締結した。 

 

１ プロポーザル概要 

 (1) 対象業務 

  ア 役場庁舎・文化交流施設の実施設計業務および工事監理業務 

  イ 公園・広場等の実施設計業務 

  ウ 役場庁舎・文化交流施設建設工事業務（建築主体工事） 

  ※ 電気・機械設備工事、公園・広場等整備工事は別発注 

 (2) 事業期間 

  ア 役場庁舎      契約締結日の翌日から令和１０年２月末 

  イ 文化交流施設・広場 令和８年４月上旬から令和１０年２月末 

 (3) 事業費参考額（上限額） 

    ３，８７１，１３１千円 

 【事業費内訳】 

  ア 役場庁舎に係る設計・監理     １６７，７２８千円 

イ 役場庁舎に係る建築⼯事    １，６９８，４００千円 

ウ 文化交流施設に係る設計・監理   ２５２，７５８千円 

エ 文化交流施設に係る建築⼯事  １，７１１，６００千円 

オ 公園・広場等に係る設計       ４０，６４５千円 

※ 上記のほか、施設の木質化に係る概算工事費については、契約時の算定範囲で、役場庁舎

１６５，０００千円、文化交流施設３３０，０００千円を上限として扱う。なお、プロポー

ザルの提案時点では、当該上限額から逆算した直接工事費ベースの上限として、役場庁舎 

１１０，０００千円、文化交流施設２２０，０００千円を用いた。 

(4) 公告から選定までのスケジュール 

日  程 内  容 

令和７年 ８月２０日 公告 

令和７年 ８月２５日～ ９月１８日 参加表明書の提出期間 

令和７年 ９月２２日 一次審査（資格審査） 

令和７年１０月３０日 ＶＥ提案に対する対話 

令和７年１１月２８日 二次審査（技術提案審査） 

令和７年１２月 ３日 選定結果の通知 

 

２ 参加表明者数 

  ２者（コンソーシアム） 
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３ 選定結果 

  優先交渉権者（最優秀提案者）の選定にあたっては、「厚真町役場庁舎・文化交流施設建設事業

公募型プロポーザル方式選定委員会（以下、「選定委員会」という。）」による審査を行った。 

 (1) 選定委員会の構成 

    １２名（有識者３名＋役場職員９名） 

(2) 評価方法 

ア 一次審査（資格審査） 

  イ 二次審査（１００点満点） 

   ① 実績等の評価（配点１５点） 

   ② 技術提案の評価（配点５０点） 

    ・ 業務全体（１０．０点） 

    ・ 設計業務（２０．０点） 

    ・ 建設工事業務（１２．５点） 

    ・ 地域貢献・社会貢献（７．５点） 

   ③ 価格（配点３５点） 

(3) 優先交渉権者の評価結果 

    ８４．３５点 

 (4) 事業費提案額 

    ３，５５１，０３１，０００円（税込） 

 

３ 契約の概要 

 (1) 契約の範囲 

  ア 役場庁舎建設に係る実施設計業務 

  イ 役場庁舎建設に係る工事監理業務 

  ウ 役場庁舎建設工事（建築主体工事） 

 (2) 契約金額 

    １，８８１，５２８，０００円（税込） 

 【内訳】 

  ア 実施設計業務   １１９，３２８，０００円（税込） 

  イ 工事監理業務    ３９，６００，０００円（税込） 

  ウ 建設工事業務 １，７２２，６００，０００円（税込） 

           （うち、木質化分１３９，７００，０００円） 

 (3) 事業期間 

  ア 実施設計業務  契約締結日の翌日から令和８年９月３０日まで 

  イ 工事監理業務  令和８年１０月１日から令和１０年２月２９日まで 

  ウ 建設工事業務  令和８年１０月１日から令和１０年２月２９日まで 

 

４ 文化交流施設、公園・広場等に係る契約について 

  文化交流施設および公園・広場等に係る契約については、令和８年４月上旬を予定 
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  ◆　事業の概要

１　解体施設
　(1)　厚真町青少年センター
　　 ア　所在地　　勇払郡厚真町京町１６５番地の１
　　 イ　構造等　　ＲＣ建築　２階　延床面積　１，５１０．０３㎡
　　 ウ　竣工年　　昭和５４年（１９７７年）　築４８年経過
　　 エ　施設機能　教育委員会事務局・図書室・プラネタリウム・天文台・その他
　　　　　　　　 　会議室

２　工事期間
　　令和８年３月 ～ 令和８年９月（予定）

４　事 業 費
　　解体工事費一式　２００，０００千円

　◆　補正の目的

　庁舎周辺等整備に伴う役場庁舎建設予定地となる、現在の青少年センターの解体を
目的とする。

別添資料 無

事業名 庁舎周辺等整備事業（文化交流施設） 所管G 社会教育G

予算額
財源内訳

国 道 地方債 ※その他 一般財源 ※その他の内訳

債務負担行為補正予算説明資料

単位：千円

会計名 一般会計 款 10 項 4 目 5 事業 1353
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１　対象施設
　　町内に所在する医療・福祉施設であって、国が令和７年度補正予算で措置する物
  価上昇に対する支援の対象とならない施設

２　支援金額（単価）
　(1)　入所施設　定員１人あたり　１８千円
　(2)　通所施設　定員１人あたり　　９千円
　
３　補正予算要求額　２，１０６千円
　(1)　入所施設（３施設　定員７７人）　１，３８６千円
　(2)　通所施設（４施設　定員８０人）　　　７２０千円

【参考】
　国が令和７年度補正予算で措置する物価上昇に対する支援
　(1)　介護老人福祉施設等　定員１人あたり　　１８千円（町内　１施設８０人）
　(2)　無床診療所・歯科医院　１施設あたり　３２０千円（町内　３施設）
　(3)　薬局　　　　　　　　　１施設あたり　２３０千円（町内　１施設）

補正予算説明資料

単位：千円

会計名 一般会計 款 3 項 1 目 3 事業 1423

事業名 医療機関・社会福祉施設等物価高騰対策支援事業 所管G 福祉G

※その他の内訳
予算額

財源内訳

国 道 地方債 ※その他 一般財源

　◆　補正の目的

別添資料 無

  ◆　事業の概要

1062,106 2,000

　物価高騰の影響を受ける医療機関・社会福祉施設等の事業継続を支援し、安定的な
医療・福祉サービスの提供を図ることを目的に支援金を支給する。
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１　支給対象
　  児童手当支給対象児童（令和７年９月３０日時点：０歳から高校３年生まで）
  を養育する父母等
　※対象児童には、令和７年１０月１日から令和８年３月３１日までに生まれる新
  　生児も含む

２　給付額
　  こども1人当たり一律２万円

３　支給方法
　  原則プッシュ型
　　※新生児は、出生届・児童手当認定請求と合わせて申請が必要

４　補正予算要求額　１５，９７８千円（財源　国費１０／１０）
　(1)　給付金（＠２０，０００円×６２７人）　１２，５４０千円
　(2)　委託料（システム改修）　　　　　　　　　３，０００千円
　(3)　その他（役務費、職員手当、需用費）　  　  　４３８千円

補正予算説明資料

単位：千円

会計名 一般会計 款 3 項 2 目 3 事業 1448

事業名 物価高対応子育て応援手当支給事業 所管G 子育て支援G

※その他の内訳
予算額

財源内訳

国 道 地方債 ※その他 一般財源

　◆　補正の目的

別添資料 無

  ◆　事業の概要

015,978 15,978

　物価高の影響が長期化しその影響が様々な人に及ぶ中、特に、その影響を強く受け
ている子育て世帯を力強く支援し、こどもたちの健やかな成長を応援する観点から、
物価高対応子育て応援手当を支給する。
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　物価高騰経済対策事業（商品券補助事業）

１　事業主体
　　厚真町地域活性化商品券実行委員会

２　商品券の取扱概要
　(1)　商品券の名称　あつまエール商品券
　(2)　プレミアム率　２５％
　(3)　購 入 価 格　 １口１０，０００円（額面１２，５００円)
  (4)　販 売 総 数　 １０，０００口
　(5)　購 入 限 度　 １世帯１０口に加え、世帯員１人につき２口まで追加購入可
　　　　　　　　　 （最大２０口／世帯）
　(6)　購入申込期間　令和８年２月上旬から３月上旬まで（予定）
　(7)　使用有効期間　令和８年３月中旬から８月下旬まで（予定）

３　補正予算要求額　２６，６００千円
　(1)　プレミアム分補助（２，５００円×１０，０００口）　２５，０００千円
　(2)　事 務 費 補 助  （商品券印刷費、郵便料等）          １，６００千円

補正予算説明資料

単位：千円

会計名 一般会計 款 7 項 1 目 1 事業 1387

事業名 物価高騰経済対策事業 所管G 経済G

※その他の内訳
予算額

財源内訳

国 道 地方債 ※その他 一般財源

　◆　補正の目的

別添資料 無

  ◆　事業の概要

42,109132,187 90,078

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生活者に対し、国の重点
支援地方交付金を活用し、あつまエール商品券の発行、全町民を対象とした商品券
（希望者にはあつまるカード電子マネー）を発行し、消費の下支えとともに、域内循
環により本町経済の活性化に資する。
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　◆　事業の概要（つづき）

　物価高騰経済対策事業（地域商品券交付又は電子マネー付与）

１　対象者（２，２００世帯、４，３００人を想定）
　(1)　令和８年１月１日に厚真町に住民登録を有する者
　(2)　令和８年１月２日から３月３１日までに町内に転入した者又は出生児

２　交付方法
　  紙の商品券又は地域通貨（あつまるカード）電子マネーを選択できるようにし、
　意向を確認後にプッシュ型で交付（付与）する。また、本町におけるキャッシュレ
　ス及び地域通貨決済の更なる普及を図るとともに、一般書留郵送料等コストが紙の
　商品券交付と比較して安価となる電子マネー付与を選択する場合、５００円の追加
　付与を行うものとする。

３　支援する商品券（電子マネー）の額
　(1)　１世帯当たり　　　１０，０００円分の商品券（電子マネー）
　(2)　世帯員１人につき　１８，０００円分の商品券（電子マネー）を加算
　 【例】・世帯員１人の場合　２８，０００円分（10,000円＋18,000円）
　 　　　　※電子マネー選択　２８，５００円分
　 　　　・世帯員３人の場合　６４，０００円分（10,000円＋18,000円×3人）
　　 　　　※電子マネー選択　６４，５００円分

４　交付（付与）時期
  　商品券：令和８年３月中旬以降（予定）　電子マネー：２月下旬以降（予定）

５　有効期限
　　令和８年８月下旬（予定）

６　補正予算要求額　１０５，５８７千円
　(1)　会計年度任用職員（パートタイム）人件費　　　　５２３千円
　(2)　封筒・コピー防止用紙・商品券印刷費　　　　３，２００千円
　(3)　通信運搬費（通知等費用・一般書留費用等）　１，４３０千円
　(4)　付与業務・換金業務委託料　　　　　　　　　　　４８４千円
　(5)　電子マネー及び商品券負担金　　　　　　　９９，９５０千円
　　 ①　１０，０００円×２，２００世帯＝２２，０００千円（世帯分）
　　 ②　１８，０００円×４，３００人　＝７７，４００千円（世帯員分）
　　 ③  　　　５００円×１，１００世帯＝　　　５５０千円（追加付与分）

事業名 物価高騰経済対策事業 所管G 経済G

予算額
財源内訳

国 道 地方債 ※その他 一般財源 ※その他の内訳

補正予算説明資料

単位：千円

会計名 一般会計 款 7 項 1 目 1 事業 1387
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  ◆　事業の概要

１　仮移転先
　(1)　教育委員会事務局
　　　 厚真町土地改良区 ２階　１１０．６９㎡
　(2)　図書室
       総合ケアセンターゆくり　１階　健康増進室　１６１．３０㎡

２　移転時期
　(1)　令和８年２月　教育委員会事務局
　(2)　令和８年３月　図書室

３　仮移転期間
　　令和８年３月 ～ 令和１０年３月（予定）

４　補正予算要求額　３，３７６千円
　(1)　委　託　料（施設移転委託料）
　　 ア　事務局移転（事務機器一式、文書類等搬送）　　　 　２，４６０千円
　　 イ　図書室移転（書架、閲覧机、カウンター等搬送・設置） 　５４０千円
　(2)　需　用　費（梱包材等）　　　　　　　　　　　　　　 　　２５０千円
　(3)　備品購入費（高圧洗浄機購入）　　　　　　　　　　　　　　 ９６千円
　(4)　役　務　費（ごみ処理手数料、設備取外し手数料）　　　　　 ３０千円

　◆　補正の目的

　庁舎周辺等整備に伴い役場庁舎建設予定地となる、現在の青少年センター解体に伴
う教育委員会事務局及び図書室の仮移転を実施し、新庁舎建設の推進を目的とする。

別添資料 有

3,376 3,376

事業名 庁舎周辺等整備事業（文化交流施設） 所管G 社会教育G

予算額
財源内訳

国 道 地方債 ※その他 一般財源 ※その他の内訳

補正予算説明資料

単位：千円

会計名 一般会計 款 10 項 4 目 5 事業 1353
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：改良区占用エリア　

：振興局占用エリア　

：教育委員会占用エリア　110.69㎡

：共用エリア　

教育委員会事務局 移転先

厚真町土地改良区 ２階 会議室

図書室 移転先

総合ケアセンターゆくり １階 健康増進室

教育委員会事務局

図書室

正面玄関

住民課

正面玄関

機能訓練室

プール

２階
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≪凡例≫

抑止杭工

地下水排除工（推進管路工）

立坑工、組立マンホール工

契約金額

（税込）

抑止杭工　φ267.4㎜　Ｎ＝21本

地下水排除工(推進管路工)L=683m 契約締結日の翌日

立坑工　14箇所 ～

薬液注入工　14箇所 令和8年3月13日

組立マンホール工　14箇所

地下水排除工の施設設置にあたり既存の立木の伐採本数が当初予定より増大し、伐採の施工費

ならびに処分費用が増加したもの。

工事名：豊沢地区大規模盛土造成地滑動崩落防止工事（その６）
請負業者：丸彦渡辺・木本特定建設共同企業体

区分 工事概要 工期

変更前 753,500,000円

変更後 概要変更なし 753,885,000円 工期変更なし
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